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当社の歴史
～西南戦争がきっかけ～
－本社のある熊本市植木町は、「田
原坂古戦場」にほど近く、当社の
歴史は、今から１３０年以上前の「西
南戦争」まで遡ります。
１８７７年（明治１０年）春、激戦地と
なった田原坂では多くの死傷者が
出て、周辺民家では担ぎ込まれた
負傷者を官軍賊軍の区別無く看護
しました。ある日、薩摩軍の軍医
が重傷を負って担ぎ込まれた際、
「傷ついた兵士にぜひ役立てて欲
しい。」と薩摩軍秘伝の膏薬の調

ほし こ

合方法を、介抱していた星子亀
次郎少年に伝え息絶えました。亀
次郎少年は約束通り伝え聞いた製
法に基づき、翌年の１８７８年に膏
薬製造を開始し、膏薬は「ほねつ
ぎ膏」として普及していきました。
当社はこの１８７８年（明治１１年）を
創業年としています。
その後、亀次郎は複数の内服
薬・外用薬を製造販売し、１９０２
年（明治３５年）に屋号を「星子旭
光堂」と定め、現在の基礎を築き
ました。
製薬会社として実績を重ねてい
ましたが、膏薬の技術とアメリカ

軍が使用していた救急用包帯をヒ
ントとして、１９６０年（昭和３５年）
に傷口の保護と同時に消毒も行い
簡単に剥がすことが出来る日本で
最初の救急絆創膏を開発しました。
消毒薬「リバノール」を付けたテー
プということから「リバテープ」
の商品名で販売を開始したところ、
広く家庭に普及していきました。
その後１９７２年（昭和４７年）に会社
名を商品名と同じ「リバテープ製
薬」へと改称しました。

現場の声を反映した商品開発
－当社では、リバテープなどの家
庭向け商品の他に、医療機関向け
の商品を取り扱っています。特に
最近は、院内感染の予防意識が高
まっていることもあり、消毒薬な
どの医療機関向け製品の需要が増
加しています。当社では、開発か
ら販売までを一貫して行うことが
出来る体制を整えており、医療機
関の現場の声を取り入れた製品を
開発しています。
例えば、傷口を消毒する消毒薬
では、「容器に入れたままの消毒
薬に綿球を何度も入れるのは不衛
生ではないか」との疑問から開発
したのが、消毒液と綿棒をセット
にした個別包装の使いきりタイプ
消毒剤「スワブスティック（商品
名）」です。ピンセット等の器具
は一切不要となり、また器具洗浄
の必要性もなく、従来よりも導入
コストが低くなります。さらに携

帯性にも優れており訪問看護や往
診時における利便性も高く、現在
では全国の特定機能病院（大学病
院等）の約７割で採用されていま
す。
また、当社の伝統的製品である
絆創膏についても、現場のニーズ
に合わせて進化させています。絆
創膏を長時間にわたって貼る場合、
かぶれを気にする方がいらっしゃ
います。そこで当社は、厚さが０．０１
�と世界で最も薄いため、皮膚に
与える刺激も少なく、かぶれにく
い絆創膏である「フレックスケア
（商品名）」を独自に開発しました。
２００７年に、ドイツで毎年開催さ
れている医療器具の世界最大級の
見本市「メディカ」に出展した際
には、初出展であったにも関わら
ず１９２社もの外国企業やバイヤー
から「フレックスケア」に関心を
示して頂きました。

会社の飛躍、社員の意識向上を目
指して
－当社は、「企業は人なり」を経
営理念としています。より良い製
品づくりこそが社員一人一人の健
康と豊かな未来を創るものと信じ
て、品質管理、開発、生産など様々
な分野において社員一人一人が
「創意・熱意・誠意」を持ちなが
ら、たゆまぬ努力を続けるように
指導しています。
また、現場の声やニーズを「カ
タチ」にするには、若い人たちの

リバテープ製薬 株式会社
代表取締役社長

杉山 宏治氏
■創 業：１８７８年 ■設 立：１９６０年５月
■所 在 地：熊本県熊本市 ■資 本 金：１億円
■従 業 員：２５０名
■事業内容：医薬品、衛生材料、化粧品、健康食品等の製造および販売
■営業拠点：熊本県熊本市（本社・工場）、熊本県菊池市（工場）、東京都

新宿区、大阪府大阪市（営業所）
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柔軟な発想力や行動力も必要であ
ると考えています。次世代のリー
ダーを養成するべく階層別での研
修も行っています。

これからも愛される商品づくりに
むけて
－国内では少子化に伴い、擦り傷
などをしやすい一番のリバテープ
のユーザーである子どもが減って
いることもあって、絆創膏の市場
が縮小しているため、当社では海
外市場にも目を向け販売強化に取
り組んでいます。
既に、アジア・ヨーロッパ地域
には製品の輸出を行っており、特
に中国では上海事務所※１を開設し、

り ば たい

リバテープを「利巴泰」という商
品名で商標登録しています。今年
はアメリカに本格的に進出するこ
とを目指しており、まずは西海岸
のロサンゼルス近郊を医療機関向
け商品の販売拠点とする予定です。
既に現地法人設立の準備を行うた
めに社員を現地に派遣しています。
巨大なマーケットであるアメリカ
において、フレックスケアをはじ

めとする当社の商品が、どれだけ
現地に受け入れられるか、非常に
楽しみです。
また、６年前からネット販売や
通販などの直販事業を行っていま
す。直販事業では、熊本らしい「馬
油」を使ったクリームや石鹸など
の化粧品のほか、育毛成分を配合
したシャンプーやトリートメント
の「リマーユ（商品名）」シリーズ
が特に好調ですので、引き続き力
を入れていきたいと思っています。
さらに、フレックスケアの開発
で培った技術を応用し、ビタミン
Ｃなどを配合した粘着シート型の
美容シートを商品化したほか、今
後についても、同じように皮膚か
ら薬剤を吸収するテープ製剤の開
発などを行う予定です。
創業から１００年以上培ってきた

「ものづくり」の思想を大切にし
ながら新たな目標を掲げ、全員参
加型の企業経営に取り組んでまい
ります。
※１ 上海事務所については、小報２００９年

７月号にてご紹介しております。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

世界一薄い絆創膏や、使い捨

てタイプの消毒剤といった商品

を独自で開発され、海外の企業

などから多くの関心が寄せられ

ていることは、世界水準の技術

力を有している証明であると思

います。

今後も、その高い技術力をも

とに新たな商品を開発され、日

本国内だけでなく世界も含めた

市場開拓により、ますますご発

展されることを期待しています。

第二工場 工場内部の様子

フレックスケア 製品（スワブスティック）の説明 左から池田総務部次長、星子常務、川波熊本営業
部長、谷頭取、杉山社長
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農家のニーズを商品化し、
新分野に参入
－「イノシシに田畑を荒らされて
困っている…」
当社の始まりは、近くの工場か
ら依頼され電気制御盤などの修理
を行っていた私が、農家の方から
受けた個人的な相談がきっかけで
した。
私の生まれ育った八代市近隣の
農地をはじめ、日本の国土面積の
７割を占める「中山間地域」は農
地と森林が隣接しているため、野
生鳥獣による被害が多発していま
す。かつては、害獣を防止する手
段は「農家の方が夜間に見回りを
して防ぐ」のが一般的でした。
実際にイノシシに踏みつけられ
た田畑の被害の状況を目の当たり
にし、多くの農家の方からご苦労
を直接お聞きするうちに、次第に
防止装置の開発に没頭する日々が
続きました。
試行錯誤で始めた防止装置の開
発は容易ではなく、「音を出すこ
と」や「光を出すこと」で侵入を
防ぐものなど様々な試作品を製作
しました。しかし、動物には高い
学習能力があり、いずれの方法も

根本的な解決にはなりませんでし
た。研究を重ねるうちに、動物は、
「電気ショックによる痛み」には
慣れることはなく、効果が持続す
ることが分かりました。
ようやく出来上がった電気柵は、
今の製品と比べると、その効果は
小さいものでしたが、相談を受け
た農家の方からは大変喜んでいた
だける製品となりました。そのと
きの感動から、「電気柵を商品化す
ること。」を一生の仕事にしよう
と決意し、会社を設立しました。
この時の経験が、徹底した「お
客様第一主義」という企業理念を
現在に引き継ぐ理由となっていま
す。

国内で唯一の害獣防止電気柵専門
メーカー
－電気柵の、仕組みは至ってシン
プルです。侵入を防ぎたい場所（周
囲）に電線を張り巡らせ、害獣の
侵入を防止するというシステムで
す。シンプルに見える仕組みです
が、実はこのシンプルな仕組みに
こそ、当社のノウハウが詰まって
いるのです。例えば、動物ごとに
生態や習性が異なることから、衝
撃を与える電流の強さ（人には影
響のない程度の電流）や通電時間
を変えていますし、動物の大きさ
ごとに電気柵の形状も変えていま
す。また、設置場所の地形はさま
ざまでありまして、電気柵はその
地形に応じた設置が必要です。こ
うしたお客様のご要望にはすべて
オーダーメイドでお応えしていま

す。シンプルに見えるシステムの
裏側には、きめ細やかな対応と蓄
積されたノウハウがぎっしりと詰
まっているのです。こうした、一
軒一軒への地道な対応や、市町村
等への積極的なアプローチを繰り
返した結果、徐々にではあります
がマスコミにも取り上げられ、販
路も拡大することになりました。
その長年に渡るノウハウを活かし
た「幅広い品揃え」と「きめ細や
かな対応」によって、農家の方か
ら厚い信頼を頂くことが出来まし
た。
電気柵メーカー及び商社は全国
で１０～１２社程度と小さなマー
ケットですが、当社は国内唯一の
専門メーカーとして確固たる営業
基盤を持つと共に、農林業の皆様
から期待され、必要とされる企業
であり続けたいと願っています。

顧客への思いが、グッドデザイン
賞など多数の受賞へ
－主力商品である電気柵「ゲッ
ターシステム（商品名）」は、１９９８
年（平成１０年）に「グッドデザイ
ン賞」を受賞しました。
本来グッドデザイン賞は、企業
やデザイナーなどが創作した「優
れたデザインの商品」を評価・推
奨するという制度です。当社の
「ゲッターシステム」は決してかっ
こいいデザインを意識して作った
わけではありません。あくまでも
お客様の使いやすさを最優先に考
え設計した事が受賞となりました。
まさしくお客様本位の製品なので

株式会社 末松電子製作所
代表取締役社長

末松 弘氏
■設 立：１９７５年１月
■所 在 地：熊本県八代市 ■資 本 金：１，０００万円
■従 業 員：６５名
■事業内容：害獣侵入防止用電気柵の製造販売、

パルスパワー関連機器の研究開発
■営業拠点：熊本県八代市（本社・工場）、鹿児島県屋久島町（駐在所）
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す。その後も、この電気柵「ゲッ
ターシステム」はいくつかの賞を
受賞しました。２０００年（平成１２年）
には熊本県工業大賞、２００２年（平
成１４年）には創意工夫分野での「文
部科学大臣賞」を頂きました。更
に今年、第２７回優秀経営者顕彰（日
刊工業新聞社主催）にて社長であ
る私自身が「一つのことを徹底的
に探究する。」という姿勢を評価
され「優秀創業者賞」を受賞いた
しました。受賞によるメディア等
の効果は大きく、全国からの多く
の方々が視察に訪れるようになり
ました。「お客様第一主義」の取
組みが、お客様から高い評価を頂
き、大変光栄に存じております。
このような評価を頂くことによっ
て、社員のモチベーションも上が
り、社内的にもよい効果が生まれ
ていくものと大変感謝しています。

新たな市場開拓へ向けて
－近年、当社の主力製品である電
気柵は外国製品との激しい競争に
さらされるようになりました。そ
れでも私達は、長年培った技術と、
徹底した「現場主義」により積み
重ねた信用力、更にこの３月に当

社技術部門にて取得しました国際
品質規格「ＩＳＯ９００１」の活用
等により他の追随が困難な域まで
昇華させていければいいなと思っ
ております。
また、すでに韓国や中国、タイ
等には出荷いたしております。米
国や欧州でも（獣害による）需要が
存在し、そこでは海外製の電気柵
（electric fence）が多数使用されて
いることを確認しております。海
外製の電気柵の長所短所も分かっ
てきておりまして、短所を改良す
ることにより世界の国々への輸出
も可能ではないか等と思ったりし
ております。
そして、電気柵で培った技術を
ベースに他の分野への応用技術の
確立も進めてまいります。
これまでの受賞等に甘んずるこ
となく、創業当時からの想いであ
る「お客様第一主義」「現場主義
の徹底」を理念（基本方針）に掲げ
全社員一丸となって、地域社会に
貢献できる企業であり続けられる
よう更なる努力を続けてまいりた
いと思っております。
これからもよろしくお願い申し
あげます。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元（２０１０年３月１２日訪問日現在 ）

農家の農作物被害の相談から、

試行錯誤の末に電気柵を完成さ

せるなど、「お客様第一主義」に

よる徹底した探究心が、害獣に

よる農林被害を減少させ、農家

の労働負担の軽減に繋がったも

のとお察しします。その社会的

な課題に真正面から向き合う真

摯な姿勢に感銘を受けました。

八代発の地元企業が、今後は

製品の輸出を通して、世界の農

業分野の発展に貢献されること

を祈念いたします。

（２０１０年４月１日より、林謙治が取締役
頭取に就任しています。 ）

電気柵設置風景 工場見学の様子

最新型電気柵本体（ゲッターエースシリーズ） 電気柵のネットの説明 社員の皆さん
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当社の歴史～音響から映像へ～
－当社は１９７８年（昭和５３年）に長
崎県佐世保市を中心エリアとする
有線テレビ会社「西九州共聴株式
会社」として事業を開始しました。
その前身となる音楽放送会社

（現在の有線放送）を１９７１年（昭和
４６年）に郵政省電波管理局（当時）
の認可を受け、設立しています。
高度成長期で人々が心の豊かさ
を求め始める時代でした。
音楽業界で仕事を進めていた中、
これから先は、「いち早い映像情
報が時代を先取る」との思いがあ
り、テレビ事業への進出を心に決
めました。当時、長崎県には民放
テレビ局が２社しかなく、放送さ
れている番組も限られていました。
残る民放を補完する為に、１９７５年
に福岡や熊本の電波を受信するア
ンテナ地調査を佐世保市の国見山
系で始めました。安定した状態で
受信出来る場所を探すため人の踏
み入らない様な山道を分け入り、
幾日も山を登ったり下ったり、ア
ンテナを立てては調査し、又別の
場所を探す事を繰り返しました。

調査開始から２年後の１９７７年に
安定した場所を確定し、福岡・熊
本・佐賀３県からの電波受信設備
を構築しました。翌１９７８年に有
線テレビ事業の許可を受け、有線
テレビ放送会社を設立した訳です。

映像を通じて地域の皆様の
お手伝い
－事業を開始した直後は、長崎で
放送されていない福岡・熊本等の
地上波放送を受信して放送すると
いう形態をとっていました。元々、
当社を設立した理由の一つに、「地
域の住民の方々へ映像を通じて豊
かな生活のお手伝いをしたい」と
いう思いがありました。
その為には、他所からの映像を
ただ流すだけではなく、地域の
方々へ情報を伝える為の自主的な
発信を行いたいと感じていました。
事業開始から３年が経過した

１９８１年に、「テレビ佐世保」とし
て念願の自主制作番組の放送を開
始し、地域の皆様に親しまれる
ケーブルテレビ局としての道を歩
き始めました。１９９３年には社名を
「佐世保ケーブルテレビジョン株
式会社」へと変更し、現在では身
近な地元メディアとして市民に定
着しています。
放送開始当初から、ずっと変わ
らない当社の番組制作のコンセプ
トは「役立つものを面白く」・「地域

の皆さまが主役」です。市内の催
しや学校の行事、スポーツ大会や
グルメ情報等、地域に密着した話
題を地元の方に出演して頂きなが
ら、毎日１時間お届けしています。
その他には、防災情報・市議会
中継・高校野球中継等があります。
そのうち、議会中継と防災情報の
開始迄には、長い時間を要しまし
た。行政機関と粘り強く交渉を行
なった結果、協力体制を構築でき、
ようやく実現する事が出来ました。

顔の見えるサ－ビスの実現へ
～映像から通信へ～
－当社のメイン事業は、有線テレ
ビ事業になりますが、最近では、
有線テレビのケーブルネットワー
クを活用した通信事業も手がけて
います。具体的にはインターネッ
ト事業と電話事業です。又、当社
は「顔の見えるサービス」の実現
に取り組んでおり、営業・工事・
サポートまでを全て自社で対応出
来る体制を整えております。技術
部２４時間体制・ショールーム開
設・インターネット無料教室等、
あらゆるサービスでお客様からの
ご依頼にもスピーディーな対応が
可能となっています。
更に、１９９６年には福岡エリアへ
の進出を果たし、２００２年に現在
の社名である「九州テレ・コミュ
ニケーションズ株式会社」としま

九州テレ・コミュニケーションズ 株式会社
代表取締役

太田 亨氏
■設 立：１９７８年７月
■所 在 地：長崎県佐世保市 ■資 本 金：４，５７０万円
■従 業 員：２３５名
■事業内容：有線テレビ事業、通信事業
■営業拠点：長崎県佐世保市（本社・技術センター・ショールーム）、福

岡県春日市（支店）、福岡県福岡市（ショールーム）、福岡県
大野城市（工事部）
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した。当社のサービスエリアは、
佐世保地区のほか、福岡エリアへ
の進出により、春日市、大野城市、
志免町、太宰府市、那珂川町、宇
美町、須恵町の全域を網羅し、現
在筑紫野市、粕屋町へと拡大して
おります。当社のケーブルを利用
し、市役所や学校等、公共施設と
の通信ネットワーク構築にも力を
入れており、そのネットワークは、
春日市、大野城市に始まり、那珂
川町、志免町へと広がっています。

新たな展開を目指して
－放送や通信事業は、規制緩和や
技術革新が急速に進んでいる分野
です。これ迄もＢＳ、ＣＳ放送の
普及による多チャンネル化や、イ
ンターネット回線の高速化等にも
対応して参りました。特に最近で
は、地上デジタル放送への移行に
伴い、ハイビジョンやＶＯＤ（ビ

デオ・オン・デマンド）、３Ｄ放
送への対応等、サービスの質の向
上が今迄以上に要求される様に
なってきています。当社では引き
続き、これらクオリティの高い放
送に対応すると共に、「光」化の
整備を行っております。

又、地域に密着した放送局とし
て自主放送の更なる充実を図り、
当社スタジオの情報発信力を高め、
「市民参加型スタジオ」に発展さ
せたいと考えています。
当社は、経営理念の一つに、「総
合情報サービス会社として地域の
皆様の生活向上に貢献し、『お客
様が求めるサービス』を提供する」
ということを掲げています。今後
も引き続き、情報発信基地として
地域文化の発展に寄与すると共に、
情報通信機能の充実を図り、地域の
皆様の生活向上に努めて参ります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

変化の激しい放送業界におい
て、当社は地域に密着した番組
の制作に永年取り組まれてこら
れました。これまでの様々な変
化にも着実に対応され、営業か
らサポートまで自社で対応され
るなど、「顔の見えるテレビ局」
として地域の方からの信頼も絶
大なものであるとお察し致します。
今後も、新たなサービスへの
対応はもちろん、地域の情報発
信基地としてどのような情報を
発信していかれるのか大変楽し
みにしています。

本社スタジオ 福岡ショールーム

技術センター社屋（佐世保市） 充実のラインナップ
８２chを送り出しているヘッドエンド

前列左から鬼木頭取、太田社長、
後列中央白石営業部長
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２０１０年度診療報酬改定の概要と方向性

はじめに

～２０１０年度の診療報酬改定は１０年ぶりのプラス

改定～

２０１０年度の診療報酬改定は、国の財政が厳し

い中、昨年行なわれた事業仕分けや、マイナス

改定を求める財務省との折衝を乗越え、全体（診

療報酬本体＋薬価・材料価）で１０年ぶりにプラ

ス改定となりました。ただし、改定率は０．１９％

（＋７００億円）とわずかなものにとどまっており、

医療現場が期待していた水準には至っていませ

ん。また、医療費ベースでの内訳は、薬価・材

料価を▲１．３６％（▲５，０００億円）と引き下げる一

方、診療報酬本体を１．５５％（＋５，７００億円）引き

上げる形になっています。（図１）

これまで診療報酬改定の配分は、「医療機関

の機能分化と医療の質の向上」という医療政策

の大きな方向性に沿って行なわれてきました。

今改定においても、限られた財源の中でのプラ

ス改定であるため、医科が入院と外来に分けら

れて入院に重点的に配分されるなど、メリハリ

のついた形で従来と同様の方向性に沿った配分

が行なわれています。その配分の内容を通して、

今改定の狙いと今後の医療制度の方向性を改め

て確認することができます。

そこで今回は、診療報酬改定の主な内容と医

療機能別に改定の及ぼす影響等を中心に考察し

ます。

診療報酬改定の方向性

～キーワードは「医療の質」～

厚生労働省の審議会であり、厚生労働大臣の

諮問により社会保障制度全般の基本事項につい

て答申する、社会保障審議会の医療保険部会及

び医療部会が、「平成２２年度診療報酬改定の基

本方針」を策定し、今改定の大きな方向性を示

しています。基本方針では、医師不足が指摘さ

れている「救急、産科、小児、外科等の医療の

再建」と、過重労働を強いられている「病院勤

務医の負担軽減（医療従事者の増員に努める医

療機関への支援）」が解決すべき二つの重要課

題として掲げられており、今改定では、その方

針に沿って、特に急性期入院医療に対し重点的

にプラス配分が行なわれています。

また、今改定では医療機能の充実や手厚い医

療体制によって「医療の質」を高めている医療

機関はプラス改定分を主に点数の「加算」とい

う形で享受できる反面、それ以外の医療機関は

マイナスの影響が及ぶ可能性があります。

産業調査

２０１０年度改定
医療費ベース

改定率 実額

診療報酬（本体） １．５５％ ５，７００億円

医 科 １．７４％ ４，８００億円

入 院 ３．０３％ ４，４００億円

外 来 ０．３１％ ４００億円

歯 科 ２．０９％ ６００億円

調 剤 ０．５２％ ３００億円

薬 価 ▲１．２３％ ▲４，５００億円

材料価 ▲０．１３％ ▲５００億円

全 体 ０．１９％ ７００億円

図１ 過去の診療報酬改定の推移および２０１０年度改定の詳細

出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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その他、改定時のキーワードとして従来から

重視されてきた「患者の視点」「機能分化の推

進」「連携強化」「効率化」についても、引き続

き重視する姿勢が示されています。（図２）

以上の方向性を踏まえ、医療機能別に改定の

ポイントをご紹介します。

救急、産科、小児、外科医療

～今改定の重要課題として手厚い配分～

一つ目の重要課題に掲げられている「救急、

産科、小児、外科医療等の再建」に向けては、

当該分野が手厚く評価され、診療報酬点数の引

き上げが行なわれています。（図３）

まず、救急医療に対しては、「救急医療管理

加算」「乳幼児救急医療管理加算」の点数が引

き上げられており、救急医療を担う病院にとっ

て大きなプラスです。

また、「救急搬送患者地域連携紹介加算」「救

急搬送患者地域連携受入加算」など、病院間の

連携対応を評価し点数が新設されています。

次に、産科、小児医療に対しても、緊急搬送

される妊産婦の受入れに対する加算の引き上げ

や、満床状態の解消が課題となっているＮＩＣ

Ｕ（新生児集中治療室）に対する、点数の新設や

加算の引き上げが行なわれています。

なお、産科や小児科に対する政策は、集約化

を促す方向にあるため、今後も専門的な産科、

小児医療を提供できる大病院や専門病院に対し

てプラス評価されることが予想されます。地域

医療機関においては、センター病院とのより一

層の連携強化が重要とも言えます。

また、外科においては、手術料の大幅な引き

上げ等が行なわれ、病院で実施される約１，８００

項目の手術のうち約半数が増点しています。た

だし、中央社会保険医療協議会で議論されてい

た、医師個人に直接報酬を支払う「ドクター

フィー制度」※１については、導入が見送りとな

り、報酬改定案の答申の付帯意見に次回改定時

の検討課題として盛り込まれています。

改定に関する基本方針

２つの重要課題
� 救急、産科、小児、外科等の医療の再建
� 病院勤務医の負担の軽減

４つの視点
� 充実が求められる領域を適切に評価していく視点
� 患者から見て分かりやすく納得でき、安心・安全
で、生活の質にも配慮した医療を実現する視点

� 医療と介護の機能分化と連携の推進を通じて、質
が高く効率的な医療を実現する視点

� 効率化余地があると思われる領域を適正化する視
点

Keyword
＊１ ドクターフィー制度とは、医療費を医師による手術料、治療費などのドクターフィーとそれ以外の費用となるホスピタルフィーに

分け、ドクターフィーを医師個人に対する報酬として直接支払うもの。
病院勤務医に対するインセンティブを高めることが狙い。

救急、産科、小児医療を担う医療機関に対する
評価の拡充（一部）

・二次救急医療機関における入院医療の【拡充】
救急医療管理加算 ６００点→８００点

乳幼児救急医療管理加算 １５０点→２００点

・地域連携での救急対応への評価【新設】
地域における救急搬送受入れの中核を担う救急医療機
関が、地域の連携によってその機能を十分に発揮でき
るよう、状態の落ち着いた患者についての早期の転院
支援の評価を新設
救急搬送患者地域連携紹介加算 ５００点（退院時１回）
救急搬送患者地域連携受入加算 １，０００点（入院初日）

・緊急搬送された妊産婦の受入の評価【拡充】
妊産婦緊急搬送入院加算 ５，０００点→７，０００点

（入院初日）＋対象者の範囲拡大

・新生児集中治療の評価【拡充】
新生児特定集中治療室管理料 ８，５００点→１０，０００点

・ＮＩＣＵよりハイリスク児を直接受け入れる後方病床の
評価【新設】新生児治療回復室入院医療管理料 ５，４００点

外科手術料の引き上げ

病院で実施される約１，８００項目の手術のうち、難易度が高
く人手を要する手術を中心に、約半数を【増点】

図３ 救急、産科、小児、外科等の医療の再建に
向けた配点 （一部抜粋）図２ ２０１０年度診療報酬改定の基本方針と概要

出所）厚生労働省発表資料等を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

出所）厚生労働省発表を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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図４ 急性期病院に関する主な改定内容
（一部抜粋）入院基本料の改定

改定前 改定後

７対１入院基本料 １，５５５ １，５５５

準７対１入院基本料 １，４９５
廃止

準７対１入院基本料（僻地） １，５２５

１０対１入院基本料 １，３００ １，３００

１３対１入院基本料 １，０９２ １，０９２

１５対１入院基本料 ９５４ ９３４

特別入院基本料 ５７５ ５７５

７対１特別入院基本料
新設

１，２４４

１０対１特別入院基本料 １，０４０

＋

１４日以内の期間の加算 ４２８ ４５０

手厚い人員体制による入院医療の評価の新設

・７対１、１０対１における看護補助者の配置の評価
急性期看護補助体制加算１（５０対１配置）

１２０点（１４日まで）
急性期看護補助体制加算２（７５対１配置）

８０点（１４日まで）

出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

急性期医療

～全体的に手厚い配分。医療の提供体制や診療

実績を重視～

急性期医療における今改定の大きな特徴は、

プラス改定分の８割近くに及ぶ約４，４００億円が

入院医療へ配分され、うち４，０００億円が急性期

入院医療にあてられていることです。

医療現場が期待していた入院基本料の引き上

げは実現されず、入院早期に対する加算が引き

上げられています。平均在院日数が短く、病床

の稼働率が高い、看護配置が７対１（７対１入

院基本料）及び１０対１（１０対１入院基本料）※２の

急性期病院にとっては、有利に働きます。（図４）

さらに、これまでは７対１または１０対１（一

部例外有）の入院基本料を算定している場合、

看護補助加算はありませんでしたが、患者の高

齢化や認知症患者など、介護を要する患者の増

加により、看護補助者を配置しないと看護師の

本来業務ができないとの議論があり、「急性期

看護補助体制加算」が新設されています。

ただし、加算の算定条件として「年間の緊急

入院患者数２００名以上、かつ重症度・看護必要

度の基準を満たす患者が一定以上占めること」

と、一定水準以上の診療実績が求められている

ことから、ここでも「医療の質」を重視する方

向性が示されています。

また、一般病棟入院基本料は「看護職員の月

平均夜勤時間７２時間以内」（７２時間ルール※３）と

いう算定要件を満たせない場合、報酬点数の低

い「特別入院基本料」（１日５７５点）で算定しな

ければならないため、病院団体から７２時間ルー

ル撤廃の強い要望がありましたが、今改定では

実現しませんでした。ただし、７対１及び１０対

１の病院については、要件が緩和された点数（１

年間の内３ヶ月に限って算定が可能）が新設さ

れています。

以上のように、今改定は７対１や１０対１の急

性期病院にはプラス評価になっていますが、逆

に、１３対１以下の一般病院は改定の恩恵をほと

んど受けることができていません。さらに、１５

対１の病院では入院基本料がマイナス改定と

なっていることから、１３対１以下の一般病院に

ついては、看護体制を厚くして１０対１以上に移

行する、もしくは後述の亜急性期病院へ移行す

る等、何かしらの打ち手が必要になっています。

今改定で、もう一つの重要課題に掲げられて

産業調査

Keyword
＊２ 看護配置は、入院基本料の区分を決める最も重要な指標。１日２４時間平均で１人の看護職員が入院患者数を何人担当するかを示す。

「７対１」の場合、１日平均で患者７人につき看護師１人が配置されている。
＊３ ７２時間ルールとは、入院基本料の算定要件で看護職員１人あたりの月平均夜勤時間を７２時間以内に制限するもの。夜勤従事の看護

師が増えると平均値が下がり要件のクリアが容易となる。２００６年度の診療報酬改定で「７対１」の基準と「７２時間ルール」などが
導入されたことで、看護師需要が急拡大し、看護師不足が問題となった。
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図５ 勤務医の負担軽減に向けた配点措置

【新設】多職種からなるチームによる取組の評価

・栄養サポートチームによる栄養改善の取組の評価
栄養サポートチーム加算 ２００点（週１回）

・呼吸ケアチームによる人工呼吸離脱に向けた取組の評価
呼吸ケアチーム加算 １５０点（週１回）

【拡充】病院勤務医の事務負担の軽減

・医師事務作業補助体制加算の評価の充実
医師事務作業補助体制加算（入院初日）

２５対１ ５０対１ ７５対１ １００対１
３５５点 １８５点 １３０点 １０５点

１５対１ ２０対１ ２５対１ ５０対１ ７５対１ １００対１
８１０点 ６１０点 ４９０点 ２５５点 １８０点 １３８点

（※）高度急性期病院のみ１５対１、２０対１を算定可能
２５対１以下に関しては全身麻酔による手術件数が年間８００件以上、
また緊急入院患者が年間２００人以上の病院等が算定可能（７５対１、１００
対１は年間１００人以上でも算定可）

出所）厚生労働省発表を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

診療報酬� 包括評価部分�

医療機関別係数�在院日数�

調整係数� 機能評価係数�

DPCごとの一日あたり点数�

出来高評価部分�
（手術・麻酔料など）�

医療機関毎�
に設定�

各病院の�
機能を評価�

「ＤＰＣに基づく包括評価」とは、入院患者の診療報酬
に関して、傷病名と入院中の主要な医療手技の組み合わせ
により決定される入院患者区分（＝診断群分類）で、区分毎
に予め定められている一日当たりの定額部分（包括評価部
分）と、手術料などの出来高評価部分の組み合わせによっ
て計算する支払方式のこと。

【機能評価係数�】
調整係数の一部置き換えとして新たに導入される評価係数
データ提出
指数 正確なデータの提出に関する評価

効率性
指数

患者の疾病構造の違いを補正した上で、相対的に
在院日数が短いことを評価

複雑性
指数

複雑で手間がかかる患者を多く入院させている点
を評価

カバー率
指数 診断群分類のカバー率を評価

地域医療
指数

地域医療への貢献を評価
（医療計画で定める事業などの地域での実施状況
を評価）

救急医療
指数

包括点数では評価が困難な、救急入院初期の検査
などを評価

出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

図６ ＤＰＣに基づく包括評価の概要

いる「勤務医の負担軽減」については、医療事

務作業補助体制加算の更なる拡充や栄養サポー

トチーム、呼吸ケアサポートチームなど医師、

コ・メディカル（医師以外の医療従事者）等の多

職種からなるチームによる取組を評価する点数

が新設されています。

２００８年度に新設された医療事務作業補助体制

加算は、医師の事務作業を補助する医療事務（ク

ラーク）の配置に対して加算することで勤務医

の負担軽減を促進することが狙いですが、さら

に今回「１５対１」と「２０対１」を新設し、クラー

クを手厚く配置している病院を評価しています。

ただし、この算定要件は救命救急センターなど

の第３次救急医療機関や「緊急入院患者数が年

間８００人以上の病院」など、地域の高度急性期

医療を担う病院に限られます。一方、「７５対１」

と「１００対１」の加算では、緊急入院患者数の

要件を緩和しています。（図５）

その他、７対１、１０対１で対象病院の拡大が

続いているＤＰＣ（診断群分類）に基づく包括払

い方式（以下、ＤＰＣ）では、導入病院に前年度

並みの収入を確保する役割を果たしてきた「調

整係数」が今改定から段階的に廃止され、代わ

りにＤＰＣ対象病院の機能を評価する「機能評

価係数」に新しく６項目の係数が採用されます。

新たに採用される係数（従来の機能評価係数と

区分するため、「機能評価係数Ⅱ」と呼ばれて

います）が置き換わるのは現行の調整係数にお

ける上積み相当部分の４分の１程度であり、

「データ提出指数」を除く５項目は「効率性指

数」や「複雑性指数」など、いずれも診療実績そ

のものを評価する指標となっています。（図６）

以上より、今後の急性期医療においては何よ

り「効率性」と「医療の質」の向上が求められ

ます。そして、その実現のためには、亜急性・

療養・回復期の医療機能を持つ後方病院との連

携や、院内におけるチーム医療の体制強化がポ

イントとなります。

亜急性期・療養期・回復期医療

～医療の質向上や連携体制の構築がポイント～

今改定の亜急性期・療養期・回復期病床にお

けるキーワードも「医療の質」と「連携の強化」
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亜急性期入院医療管理料１ ２，０５０点
・当該病室の病床数は、一般病床数の１割以下であるこ
と。ただし、回復期リハビリテーション病棟入院料の
対象疾患で、合併症のある患者の割合が算定病床数の
１割以上の場合は３割以下（最大６０床）であること。

亜急性期入院医療管理料２（２００床未満の病院） ２，０５０点
・当該病室の病床数は、一般病床数の３割以下であるこ
と。ただし、急性期を経過した患者のうち、他の医療
機関から転院してきた患者の割合が算定病床数の１割
以上の場合は５割以下であること。

図７ 亜急性期入院医療管理料の内容

出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

図８ 療養病床入院基本料の改定内容

医療区分１ 医療区分２ 医療区分３

ＡＤＬ区分３ ８８５点
１，３２０点

１，７０９点ＡＤＬ区分２
７５０点

ＡＤＬ区分１ １，１９８点

■改定前

■療養病棟入院基本料１

医療区分１ 医療区分２ 医療区分３

ＡＤＬ区分３ ９３４点 １，３６９点 １，７５８点

ＡＤＬ区分２ ８８７点 １，３４２点 １，７０５点

ＡＤＬ区分１ ７８５点 １，１９１点 １，４２４点

施設基準
�看護職員及び看護補助者が２０対１配置以上であること
�医療区分２又は３の患者が全体の８割以上であること

■療養病棟入院基本料２

医療区分１ 医療区分２ 医療区分３

ＡＤＬ区分３ ８７１点 １，３０６点 １，６９５点

ＡＤＬ区分２ ８２４点 １，２７９点 １，６４２点

ＡＤＬ区分１ ７２２点 １，１２８点 １，３６１点

施設基準
看護職員及び看護補助者が２５対１配置以上であること

（※）赤字は改定により減額された部分
出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

です。

まず急性期の治療が一段落した後に療養や在

宅への転院に向けた入院治療を担う亜急性期に

おいては、その担い手を増やす狙いから、入院

医療管理料の点数自体に変更はなかったものの、

「合併症を有するリハビリを必要とする患者を

一定割合以上受入れていること」や「他の急性

期病院からの患者受入れが一定割合以上あるこ

と」などの要件の下で、算定病床数の制限が緩

和されています。また、亜急性期におけるリハ

ビリを評価した「リハビリテーション提供体制

加算（５０点／日）」も新設されています。（図７）

亜急性期は提供するリハビリや療養の質を高

め、急性期病院の後方連携先として選ばれるこ

とがより重要となります。

次に、療養期（慢性期入院医療）についてです

が、こちらは入院基本料で急性期・亜急性期以

上の大きな改定が行なわれています。入院基本

料が医療の必要性の高さである医療区分と、Ａ

ＤＬ区分※４による患者分類ごとに５種類から９

種類に細分化され、更に看護配置や医療区分の

高い患者数の割合により「基本料１」と「基本

料２」の２段階に再編されました。各基本料と

も点数設定を、重度の患者（医療区分、ＡＤＬ

区分が高い）について高く、軽度の患者（医療区

分、ＡＤＬ区分が低い）について低く設定され

ていますが、「基本料１」では多くの部分が従

来に比べて増額となる一方、「基本料２」では

ほとんどが減額となっています。（図８）

じょくそう

また、褥瘡（床ずれ）発生率のデータ提出など

が療養病棟入院基本料の要件とされています。

これは、療養期においても、「医療の質」の担

保が求められていることを意味しています。

療養期におけるもう一つの改定のポイントは、

急性期病院や介護施設、自宅からの入院患者受

入れに対し「救急・在宅等支援療養病床初期加

算（１５０点／日）」が新設されたことです。これ

は療養病床のうち、急性期の後方病床としての

機能を担える病院にとってはプラスに働くこと

になります。

産業調査

Keyword
＊４ ＡＤＬとは、食事・更衣・移動・排泄・整容・入浴など生活を営む上で不可欠な基本的行動である日常生活動作のこと。各日常生

活動作に対する支援の必要性の水準を、３つに区分しているのがＡＤＬ区分（ＡＤＬ区分３が支援の必要性が最も高い）。
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初診料・再診料 改定前 改定後

初診料
病院

２７０点
診療所

再診料
病院（２００床未満） ６０点 ６９点

診療所 ７１点 ６９点

外来管理
加算

病院（２００床未満）
５２点 ５２点

（要件変更）診療所

外来診療料 病院（２００床以上） ７０点
出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

表１ 初診・再診料の概要

以上より、療養期病院においては、重症度の

高い療養医療を手がけている病院にとってはプ

ラスに働きますが、その反面、重症度の低い、

いわゆる「社会的入院」の割合が高い病院にとっ

ては大きな減収となるため、機能の転換も含め

た戦略の検討が必要です。

回復期については、今改定で、１日２単位以

上のリハビリ提供など条件付きで、回復期リハ

ビリテーション病棟入院料１（１，７２０点／日、＋

３０点）、２（１，６００点／日、＋５点）の点数が引き

上げられます。

また、３６５日リハビリを提供できる体制を評

価した「休日リハビリテーション提供体制加算

（６０点／日）」や密度の濃いリハビリ提供を評価

した「リハビリテーション充実加算（４０点／

日）」が新設されています。平日のみリハビリ

を実施する病院の多い中で、特に「休日リハビ

リテーション提供体制加算」は、リハビリスタッ

フの人員確保と体制構築ができれば、大きな増

収が期待できます。

在宅医療

～全体に高い評価。病院による関与拡大の方向

性も示される～

社会的なニーズの高まりを受けて、在宅医療

は前回に続き高い評価がなされました。

改定のポイントとしては、入院中の患者に病

院とケアマネジャーが共同で指導を行なった場

合に算定できる「介護支援連携指導料（３００点／

入院中２回）」が新設されたこと、そして、在

宅療養支援病院の指定要件が緩和され、２００床

未満の病院は２４時間往診体制などを構築するこ

とで、在宅療養支援病院の指定を受けることが

できるようになったことが挙げられます。

在宅医療では、病院による在宅分野への関与

拡大という方向性が明確に示されています。そ

のため、２０１２年度に行なわれる診療報酬・介護

報酬の同時改定を想定し、介護施設との連携を

図っていくことが重要となります。

診療所

～再診料がマイナスになるも、一部の診療所に

はプラスの恩恵～

診療所においては、「入院機能は病院、外来

機能は診療所」という観点から再診料について

病院より高い点数で設定されていましたが、今

改定でマイナスに改定されて病院と統一化され

ています。

また、外来管理加算に関しても、医療現場か

らの要望により、２００８年度改定で導入された「５

分ルール（診察時間がおおむね５分を超えた場

合のみ加算の算定が可能）」は廃止されたもの

の、「懇切丁寧な説明」を要件とする点は変わ

らず、簡単な症状の確認などだけで投薬の処方

を行なう、いわゆる「お薬受診」の場合は算定

不可になる（つまり、実質的には要件は変更さ

れていません）など、全体的に厳しい結果になっ

ています。（表１）

ただし、そのマイナス分を補うように、患者

からの電話問い合わせに対し、標榜時間以外も

対応を行なう体制を有している診療所（つまり、

「かかりつけ医」的な存在の診療所）を評価する

「地域医療貢献加算（３点、再診料に加算）」の

13FFG調査月報 2010年5月



新設や、今回の改定から義務化された「明細書※５

の無料発行の義務化（詳細は後述）」への対応に

関する加算（１点、再診料に加算）が新設されて

います。ただし、どちらの加算も算定には一定

のハードルがあり、対応が可能な診療所は一部

にとどまる見込みです。

また、今改定では「患者の視点」を重視する

観点から、明細書発行について活発な議論が行

なわれました。その結果、

①レセプト電子請求が義務付けられている医療機関で

は、原則、全患者に無償で提供を義務付け

②レセプト電子請求が義務付けられていない医療機関

では、明細書発行に関する状況を院内掲示

③明細書の無料発行を行っている診療所に「明細書発

行体制等加算（詳細は前述）」を新設

という形で落ち着いています。

最後に ～今後の方向性について～

最後に、診療報酬改定の今後の方向性につい

て考察いたします。

ふくおかフィナンシャルグループでは、今年

３月に、これまでご紹介してきた診療報酬改定

や今後の医療制度改革を見据えた病院経営の方

向性を探るセミナーとして、「医業経営セミナー

２０１０」を開催いたしました。

基調講演１でご講演いただいた国際医療福祉

大学大学院の高橋教授によると「今回の診療報

酬改定はそれほど大きなものとはなっていない

ものの、２０１２年に行なわれる診療報酬・介護報

酬の同時改定の際にはかなり大胆な改革が行な

われる。今改定はその大改革へ向けての第一歩

という位置づけになっている」と指摘。また、

その方向性は「病床削減と機能分化」であり、

最終的な目的地としては「急性期病床の密度を

上げ、しっかりとした体制で急性期医療が実施

できる体制の確立と、連携・往診を中心とした

地域医療を守る体制を築くことになるだろう」

とも述べられました。

今後、各医療機関は、診療報酬改定や医療制

度改革の方向性に沿った経営戦略を検討すると

ともに、「医療の質」をより一層高め、患者や

地域医療のニーズに応じた自院の強みや自院が

今後担うべき役割を見出し、その分野の充実を

図ることが重要ではないかと考えます。

（花谷 禎昭・松野 浩介）

産業調査

テーマ 診療報酬改定を見据えた病院経営を考える

開催日時 平成２２年３月１３日� １３：３０～１６：４０

会 場 福岡銀行本店ビル１０階

参加者数 病院経営者及び病院職員１１０名

構 成

基調講演１
講 師：国際医療福祉大学大学院

医療経営管理分野教授・分野長
高橋 泰 氏

演 題：「２０１２年以降の医療制度改革の展望」
基調講演２
講 師：株式会社日本経営 代表取締役社長

藤澤 功明 氏
演 題：「これからの病院経営を読む」

～病院経営改革のポイントと診療
報酬改定の動向～

Keyword
＊５ 明細書とは、検査の内容や薬品名、その回数や使用量まで詳細に記した領収書のこと。従来の領収書には、治療や検査にかかった

費用しか書かれていなかった。なお、レセプトとは、医療機関が保険者（健康保険組合等）に請求する医療費の明細書のこと。

医業経営セミナー２０１０開催概要

医業経営セミナー２０１０開催風景
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地場企業における新卒者採用活動のポイント

厚生労働省および文部科学省の調査（２０１０年２月１日現在）によると、２００９年度大学卒業予定者の就

職内定率は、厳しい雇用情勢を反映して８０．０％（前年同期比▲６．３％）と２０００年の調査開始以来最低と

なりました。１０年度の採用についても大手企業では景気、業績の先行き不透明感から慎重な構えのよ

うですが、反面、地場企業においては、優秀な人材を確保する好機と捉えることもできます。今回は、

特に大学新卒者の最近の就職活動動向と地場企業における新卒者採用活動のポイントについてレポー

トします。

大学３年生の１０月から企業へのエントリー開始

一般的な大学生の就職活動開始に先立ち、大

学の就職課では学生向けに３年生の４～７月頃

から就職ガイダンス（就職活動の進め方のオリ

エンテーション）を開催します。

実際の就職活動は、企業情報が開示される１０

月から本格的にスタートします。ただし、ＦＦ

Ｇ経営者クラブが例年開催している「新入社員

研修会」の参加者に実施したアンケートによる

と、雇用情勢が厳しいことも影響し、就職活動

のスタート時期は前倒しの傾向がみられます

（図１）。

また、多数の企業が参加する合同就職説明会

も毎年１０月頃から始まり、翌年の１～３月頃に

かけて頻繁に開催されています。学生の多くは、

希望する企業のＷＥＢサイトなどからエント

リー（企業に自分の個人情報等を登録すること）

を行い、企業との接触が始まります。履歴書や

自己ＰＲ文などのエントリーシートを提出し、

書類選考後、３月には採用試験が実施され始め

ます。企業からは、３月から５月にかけて内定

や内々定の通知が出され、通知を受け取った学

生は進路が決定します。

新卒者採用募集にはインターネットが不可欠

アンケートによると大学生の８割超が企業情

報収集にインターネットを利用しており（図２）、

新卒者の採用募集にはインターネットが不可欠

になっています。大学においても、学内で開催

する就職説明会や就職セミナーの学生への連絡

は、携帯電話のメールを利用した案内が多く

なっています。

募集する企業側としては、自社のホームペー

ジを整備し魅力あるものにすることが必須とな

りますが、応募者数をある程度確保したい場合

は、「就職ナビ」の活用についても検討する必

要があります。

「就職ナビ」とは、新卒者が就職活動で利用

するインターネット上の求人広告サイト（掲載

企業は有料）です。大手出版情報誌系企業が運

経営情報

図１ 就職活動のスタート時期 図２ 就職活動におけるインターネット・携帯
メールの利用度

（出所）ＦＦＧ経営者クラブ２０１０年度新入社員研修会アンケート

（出所）ＦＦＧ経営者クラブの２０１０年度新入社員研修会アンケート
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図３ 新入社員の会社選定理由

（出社）ＦＦＧ経営者クラブ２０１０年度新入社員研修会アンケート

開 催 日 ３／２９�、４／２�、４／５�、４／６�、４／７�

開催地区
福岡、北九州、久留米、熊本、佐世保、長崎

計６地区７会場

対 象 者 ２０１０年度新入社員、新規採用者

内 容 新入社員としての心構え、ビジネスマナー等

参加者数 ７０６人

主 催
ＦＦＧ経営者クラブ、福岡銀行、熊本ファミリー銀行
親和銀行、ふくおかフィナンシャルグループ
ＦＦＧビジネスコンサルティング

（参考）２０１０年度新入社員研修会開催概要

営する有料サイトなどが複数あり、大学の就職

ガイダンスで「使い方」や「登録の仕方」を紹

介するケースも多く、就職ガイダンスをきっか

けに登録する場合が多いようです。

合同就職説明会の活用

地場企業が新卒者の募集を行う場合、大企業

とは異なり、学生に対する知名度が低いことや、

新規採用に関わる費用負担などが課題として挙

げられます。

学生に対し知名度を上げる方法としては、就

職ナビのほか、直接学生と面談ができる合同就

職説明会への参加も一つの手段です。

合同就職説明会は、大学の就職課、自治体や

商工会議所、就職ナビの運営企業等が主催して

います。

採用したい大学や学部が明確な場合は、大学

主催の合同就職説明会への参加が効果的です。

その点で、大学就職課との関係強化も重要と

なってきます。

また、各自治体も、地場企業の新卒者採用の

支援に積極的です。北九州市産業経済局総務政

策部雇用開発課では、合同就職説明会を年４回

程度開催しているほか、地場企業の魅力や新卒

採用に関する情報等を提供する学生向け地元就

職情報サイト「キタキュー就職ナビ」（http://

www.kitakyushushoku.com/）を開設して地場企業

のサポートを行っています。地場企業の採用動

向については、「これまで大学の新卒者を採用

していなかった中小企業が、合同就職説明会へ

の参加や地元就職情報サイトの掲載によって、

初めて採用に取り組む動きもみられます。」と、

地場企業の中には厳しい雇用環境を人材獲得の

好機と捉える企業もあるという説明をいただき

ました。

合同就職説明会は、企業単独で開催する説明

会とは違い、来場する学生は就職ナビでエント

リーする程度の意識で参加するケースが多いた

め、如何に多くの学生と面談し、企業単独での

就職説明会への参加や採用面接に繋げることが

できるかがポイントとなります。

したがって、合同就職説明会に参加する場合

は、予定来場者数や昨年度の実績をよく確認す

ることに加え、学生の目を引き付けるパネルや

自社製品の展示など学生が集まりやすい工夫を

凝らしたり、自社ＰＲビデオを活用するなど効

果的なプレゼンの実施が重要になります。

採用活動における学生へのメッセージ

新入社員の会社選定理由をみると、「技術や

知識が習得できるから」（２２．６％）、「自分の能

力を生かせるから」（１９．２％）などの割合が多く

なっています（図３）。これは、大学などにおい

ても長期的視点にたった就職指導を行うことが

多くなっているためと考えられます。

そのため、学生に対し入社後のキャリアアッ

プやキャリアデザインを、わかりやすく情報発

信することが必要です。このように、応募の動

機付けとなる企業メッセージを明快な形で学生

に伝えていくことが、新卒者採用実務での重要

なポイントとなります。

（島浦 誠）

経営情報
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大連の自動車事情
～自動車普及から見える大連市の経済発展～

REPORT

１．はじめに

世界一の人口を抱える中国の自動車市場は昨

年、悲願ともいえる年間生産・販売台数につい

て、ともに１，３００万台突破を果たし、初めて世

界一となりました。その背景には、近年の急速

な経済成長により個人所得が増加したことに伴

い、生活が豊かになってきたことが挙げられま

す。また２００８年の金融危機時においても、中国

国内における自動車需要の回復・拡大に向けて

実施された経済政策※１が、消費者の購買意欲を

刺激し、販売増加に繋がったと言われています。

大連は、中国の中でも高い経済成長率を持続

している都市の一つです。人々の生活も格段に

豊かになってきており、街中を走る自動車の数

も急速に増加しています。今回は大連の自動車

事情についてご紹介いたします。

※１経済政策…中国では排気量１，６００�以下の低排気量車を補助金
支給の対象とし、�買換え時に補助金を支給する
�自動車購入時に必要な購入税を減税する優遇制
度で、「以旧換新」政策と言われている。

２．大連の概況

大連は中国東北三省の海の玄関口と言われ、

東北地区を代表する商業都市です。０９年の主要

統計（速報値）は、実質成長率が１５．０％（中国全

体の実質成長率８．７％）、一人当り年間平均可処

分所得が１９，０７０元（都市部のみ）になりました。

一人当り年間平均可処分所得は５年前の水準の

約２倍にまで増加しており、統計数値からも急

速に生活が豊かになってきていることが確認出

来ます。

３．自動車普及の現状

大連市交通警察隊車両管理所の統計によると、

０９年１１月までに、全市自動車保有台数は７３万

７，９３７台に達しています。これは人口約６００万人

の大連で１０人に一人が自動車を保有しているこ

海外リポート

年

戸籍人口

（万人）

ＧＤＰ

（億元）

実質成長率

（％）

一人当り
ＧＤＰ

（元）

一人当り年間
平均可処分所得

（元）

◆中国全体
ＧＤＰ

（億元）

◆中国全体
実質成長率

（％）

２０００年 ５５１．４ １，１１０．８ １１．８ ２０，２７０ ６，８６１ ８９，４６８ ８．０

０４年 ５６１．６ １，９６１．８ １６．２ ３４，９７５ １０，３７８ １３６，８７６ ９．５

０５年 ５６５．３ ２，１５０．０ １４．２ ３８，１５５ １１，９９４ １８２，３２１ ９．９

０６年 ５７２．１ ２，５６９．７ １６．５ ４２，５７９ １３，３５０ ２０９，４０７ １０．７

０７年 ５７８．２ ３，１３１．０ １７．５ ５１，６３０ １５，１０９ ２４６，６１９ １１．４

０８年 ５８３．４ ３，８５８．０ １６．５ ６３，１９８ １７，５００ ３００，６７０ ９．０

０９年
（速報値）

― ４，４１０．０ １５．０ ―
１９，０７０

都市部のみ
３３５，３５３ ８．７

中山広場ロータリー全景

大連市の主要統計推移

（出所）大連統計年鑑、大連統計局、中国統計年鑑
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年

大連市の中古
車販売台数

（台）

◆中国全体
中古車販売台数

（万台）

◆中国全体＜参考＞
新車販売台数

（万台）

２００５年 － １４５ ３９７

０６年 － １９０ ５１７

０７年 － ２６５ ８７９

０８年 ４８，６７０ ２７３ ９３０

０９年
（速報値）

５３，７４４ ４１０ １，３６４

大連市の中古車販売台数推移

（出所）中国汽車流通協会

とになります。また０９年１月から１０月までに新

しく登録された自動車は９万４，６５６台に達して

います。内訳は小型自動車が７万４，３１９台、中

型・普通自動車が４，５９０台、その他自動車が１

万５，７４７台です。０９年の月平均登録新車台数は

約９，５００台、一日平均約３００台のペースで増え続

けているわけですから、その急増ぶりには大変

驚かされます。

１０人に一人が自動車を持つ時代に突入した大

連ですが、特に自動車普及に貢献しているのは

小型自動車です。中国では、排気量１，６００�以

下でホイルベースが２．４５�以下の自動車を指し、

中国国産自動車メーカーの低価格車であれば、

３万元～５万元（約４５万円～約７５万円）で購入で

きる為、今まで自動車を購入出来なかった人々

も、購入しやすくなってきました。また、高級

車を所有する富裕層の家庭では２台目、３台目

と自動車を購入するようになってきています。

４．中古車市場の状況

中古車市場の整備も、自動車普及に一役かっ

ています。中国の中古車市場は２００５年に政府に

よって交付された「自動車貿易政策」と「中古

車流通管理弁法」により、外国からの中古自動

車の輸入を禁止していますが、中古車の流通・

販売に従事することに対しては、これまでの厳

格な審査を取り止め、市場を外資にも開放しま

した。

中古車販売が急増している背景には、０２年以

降に販売された大量の自動車が買換え時期を迎

えていることが挙げられます。実際に、０２年以

降に販売された自動車所有者の６割が、「購入

から５年以内で買い換える」意向を示している

ことが、世論調査でも確認されています。

中古車販売台数が新車販売台数を上回ること

は、自動車市場の成熟において重要な目安の一

つと言われています。中古車販売台数が新車販

売台数を大きく上回る日本や欧米などの先進国

水準と比べれば、まだまだ遠く及びませんが、

近年の中国における中古車販売台数の伸びには、

目を見張るものがあります。

経済成長を背景に増加している中間所得者層

の間では、割安な中古車への需要が高まってい

るため、大連の中古車市場は現時点では決して

大きくありませんが、今後の拡大が見込まれます。

５．自動車普及に伴う問題点

自動車が急速に普及していく一方で、様々な

問題も抱え始めています。

交通渋滞

自動車普及のスピードに対し、インフラの整備

は追いついていないことから、朝晩のラッシュ

アワー時の渋滞は日々激しさを増しています。

また、運転手のマナーも必ずしも良いとは言

えず、信号無視や進入禁止の道路を進入する光

景をよく見かけます。その為、街の至る所で交

通事故が発生しています。中国では交通事故が

発生した場合、事故現場をそのまま保存する習

慣があります。たとえ道路の真ん中であっても、

海外リポート
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事故直後のそのままの状態で保険会社や警察を

待ちますので、交通渋滞の原因の一つとなって

います。

インフラ整備

深刻な交通渋滞問題の解決の為には、交通イ

ンフラそのものの整備が必要となっています。

特に大連市内中心部の交差点にはロータリーが

多く、そのロータリーに向かって５本６本と放

射状に幹線道路が接続しています。仮にロータ

リーを廃止して信号で制御する場合は、立体交

差や地下道などが必要となる為、莫大な道路改

良費用が必要となります。

大連は、これまで古い建物や街並みを生かし

ながら都市開発を行って来た為、他の中国の都

市にはない魅力があります。しかし、急速に普

及している自動車社会に対応するためには、街

の魅力を犠牲にしてでもインフラを整備すると

いう選択肢も出てくると思われます。

駐車場スペース

自動車の急速な増加を想定していなかった為、

駐車場スペースの不足も深刻な問題となってい

ます。街の至る所で路上駐車や、歩道に駐車し

ている光景を見かけます。しかしながら、古い

建物の多くは駐車スペースを確保した造りには

なっておらず、路上に止めざるを得ないのが現

状です。

６．最後に

自動車が普及していくことは、経済の成長と

ともに人々の生活が確実に豊かになってきた証

です。大連ではインフラ整備等の問題解決が急

務となっていますが、この難題をうまく処理し

ながら、自動車の普及にブレーキをかけず、う

まく対処していくことが求められています。今

後も自動車普及のスピードは益々勢いを増すこ

とが予想されます。新たなビジネスチャンスと

なる可能性を秘めている自動車事情から、これ

からも目が離せません。

（大連駐在員事務所 宮城 正志）

（参考資料）大連統計局資料、大連市交通警察隊車両管理所資料、
中国統計年鑑資料、日本国際貿易促進協会資料

ラッシュアワー時の渋滞風景 縦横無尽に走る自動車
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上海編

ＰＲＯＦＩＬＥ

フンドーダイ株式会社 ～百思福食品貿易（上海）有限公司～

フンドーダイ株式会社（本社：熊本市）は味噌、
醤油等の調味料を製造販売している創業１８６９年
（明治２年）の老舗メーカーです。１９９５年６月、
中国の大連に１００％出資による日本人向けの販
売会社を設立しました。当時は現地にスーパー
等も無く、ホテルのロビーに自社商品を置かせ
てもらって販売していました。現地における認
知度が高まってくると、引き合いも徐々に増え、
９７～９９年には日系スーパーへの販路拡大により
売上げを順調に伸ばしてきました。
しかし、日本で農薬のポジティブリスト制度

（基準が未設定の農薬等が一定量以上含まれる
食品の流通を原則禁止する制度）の開始により、
中国から日本へ輸出する農産物も影響を受ける
ことがきっかけとなり、０６年５月以降、中国に
輸入される日本食品に対する検疫・通関が強化
され、特に大連港を経由して輸入する商品の流
通は困難を極めました。そこで当時上海にあっ
た提携先を通じ、輸入する商品の通関・流通
ルートを新たに確保しました。市場規模の大き
な都市への進出を検討していたこともあり、円
滑な商品の流通・中国国内全土への更なる販路
拡大を図るため、０７年１０月に輸入販売会社「百
思福食品貿易（日本名：ベストフーズ）」を設立
しました。
現在、当社はカルフール、ウォルマート等中

国で多店舗展開している大手量販店に対し、１００
種類以上もの商品を販売しているほか、レスト
ランやホテル向けの業務用タイプの調味料も幅
広く取り揃えています。また、現地の二次卸業
者を通した販売方式をとることで、中国全土に

向けた商品供給も行っています。
当社は、自社以外の日系他社製品についても

多くの品目を取り扱っています。このようなワ
ンストップでの取引形態は、商品ごとにメー
カーや輸入代理店と交渉する手間が省けるため、
小売店側にとっても大きなメリットとなります。
また、昨年酒類の販売資格を取得し、取扱商

品の幅が広がったことで、新たな販売ルートの
開拓や既存販売先へのサービス強化を図ってい
ます。
日本の多くの中小食品メーカーにとって、中

国へ進出するには、言葉の問題はもちろん、輸
出入手続きや中国国内での販路の確保等物流
面・商流面で大きな壁があります。一方で、中
国でも食の安全に対する関心は高まっており、
日本食のニーズも拡大しています。
そのなかで、当社は日本製品の取扱品目の充

実やワンストップ取引などによる付加価値を高
めており、更なる成長が期待されます。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）

■現地事務所名／百思福食品貿易（上海）有限公司
■住 所／上海市延安西路２２９９号上海世貿商城２１０２
■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐２１‐６２３６‐１１２２
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐２１‐６２３６‐３１１３

■親 会 社 名／フンドーダイ株式会社
■住 所／熊本県熊本市楠野町９７２
■Ｔ Ｅ Ｌ／０９６‐２４５‐０１１１
■Ｆ Ａ Ｘ／０９６‐２４５‐２３５２

海外進出最前線

昨年開催された「第３回 日本食品展示商談会 in 上海」にも出展

百思福食品貿易（上海）の社員の方々
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九州の鉱工業生産動向
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている
２０１０年２月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、一般機械や金属製品、鉄鋼業などの生産
が好調な一方、エコカー減税効果の反動が大きい輸送機械や、食料品・たばこなどの生産が伸び悩ん
だことから、前月比０．３％低下の９８．５と３ヵ月ぶりに前月実績を下回りました。しかしながら、乗用
車の生産は高水準で推移しており、生産活動全体は引き続き堅調で、持ち直しの動きは持続しています。

［業種別動向］……………輸送機械はエコカー減税効果の反動減で
前月比マイナス

鉱工業生産指数の前月比０．３％低下について、業種別の寄与度を見ると、一般機械のほか公共工事
案件で橋梁や水門などの需要が好調だった金属製品などがプラスに寄与しました。一方、輸送機械は、
エコカー減税効果などで好調だった前月の反動の影響が大きく、マイナスの寄与度が最大となってい
ます。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、エコカー減税による乗用車需要の増加などから輸送機械が上昇、一般機械など他の

産業も軒並み上昇するなど、着実に持ち直しの動きが見られています。

消費面では、消費者の節約志向は依然強く、大型小売店販売額は前年割れで推移しています。住宅

建設については、マンション着工は減少したものの、住宅取得に係る優遇制度や住宅版エコポイント

の効果から、持家を取得する動きについては引き続き堅調です。公共工事についても件数・金額とも

に増加するなど、総じて堅調に推移しています。

［生産活動］……………総合指数は３ヵ月連続上昇

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は９２．７となり前月比６．３％上昇し

ました。

主要業種をみると、エコカー減税効果などから

乗用車の需要が増加したことにより輸送機械が前

月比で１４．７％上昇したほか、薄型テレビなどの

ディスプレイ製造装置が好調だったため一般機械

工業も前月比で上昇しました。

［大型小売店］……………前年割れが継続

百貨店、スーパーともに消費者の節約志向は依

然として強く、大型小売店全体での販売額は前年

同月比３．６％減の４６３億円と１９ヵ月連続で前年比マ

イナスとなりました。

内訳をみると、百貨店は、前年同月比６．９％減

の１９７億円、スーパーについても前年同月比１．０％

減の２６５億円となりました。

飲食料品については、節分やバレンタインなど

のイベント要因もあり、４ヵ月ぶりにプラスと

なっています。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］……………マンション着工減により前年割れ

２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比６．５％

増の６５８戸、貸家で同２６．５％増の１，４４８戸と順調に

増加しましたが、分譲についてはマンション着工

が大幅減少した影響が大きく、前年比７６．５％減の

２５２戸となりました。

全体でも同１７．５％減の２，３６４戸となっています

が、住宅版エコポイントの効果などから、分譲（戸

建）を含めた持家取得の動きは、引続き前年比プ

ラスで推移しています。

［公共工事］……………請負件数・金額ともに増加

２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比２４．４％増の４９０件、金額につい

ても同２５．１％増の２０５億円と件数・金額ともに増

加しました。

発注者別でみると、「国」の道路関連や港湾整

備などの大型案件に加え、「市町村」発注の小口

案件も増えており、件数・金額ともに増加してい

ます。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに前年比減少

３月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比１８．２％減の３６件、負債

総額は、大型倒産が発生した前年同月（省エネシ

ステム開発会社や洋菓子製造会社などの破綻によ

り３３８億円を計上）に比べ、８０．３％減の６６億円と減

少しました。

前月比では、件数は増加しているものの、小口

の倒産増加によるものが大きく、負債総額は低水

準で推移しています。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、主要産業の生産が揃って増加し、総合指数は３ヵ月連続で前月比上昇するなど、持

ち直しの動きが続いています。大型小売店販売額は減少幅が縮小し、公共工事は昨年７月以降、請負

金額が前年実績を上回って推移しています。また、企業倒産の負債総額は低水準が続いています。た

だし、住宅建設については貸家と分譲が不調で前年比減少しています。

［生産活動］……………主要産業が揃って上昇し、総合指数は
３ヵ月連続で上昇

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は９６．７と前月比７．９％上昇しまし

た。

食料品・たばこや電子部品・デバイスなどをは

じめ、主要産業は揃って上昇し、総合指数は３ヵ

月連続で上昇しました。

［大型小売店］……………前年比マイナスながら減少幅は縮小

２月の県内大型小売店販売額は、前年比３．１％

減の１１９億円と前年実績を下回りました。消費者

の節約志向は依然強いものの、３ヵ月間連続で減

少幅は縮小しています。

衣料品全体では前年比８．０％減と不調でしたが、

飲食料品は催事関連がプラスに寄与し、同１．７％

増となりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………貸家、分譲が不調で前年比減少

２月の新設住宅着工戸数は、前年比３４．１％減の

５４４戸と、２ヵ月続けて前年を下回りました。

住宅取得優遇制度の利用などにより持家は前年

比５．４％増の３７０戸と増加しました。一方、貸家は

同６７．７％減の１１７戸、分譲はマンションの着工が

なく戸建分譲のみで、同６１．３％減の４３戸と低調で

した。

［公共工事］……………「国」「市町村」などの発注増で前年比増加

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比４８．３％増の４８５件、金額が同３３．８％

増の１３２億円と、件数、請負金額ともに前年比増

加しました。

九州横断道のトンネル新設工事などで、「国」発

注分が急増したほか、「県」「市町村」発注分も増

加し、請負金額全体の増加に寄与しました。

［企業倒産］……………小口倒産で件数は増加するも、負債金額は
過去１年間で最低

２月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比２７．３％増の１４件、負債総額

が同７２．４％減の１０億５００万円となりました。

倒産は件数は前月比で６件増加しましたが、全

て１０億円以下の小口倒産で、負債総額は過去１年

間で最も低い金額となりました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ

25FFG調査月報 2010年5月



2
2010
1122 3 4 5 6 7

2009
8 109 11

（億円） （％）
10

▲10

0

0

20

40

60

80

100

120

140
前年比

長崎県の最近の経済動向

総合指数 � 一般機械工業 �電子部品・デバイス工業（右軸）�
輸送機械工業� 食料品・たばこ工業�

2010
121110 11 2 3 4 5 6 7 8 9

2009

150

170

190

210

230

130

110

90

70

400

350

300

250

200

150

100

50

0

長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県

長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きに一服感

生産活動では、受注生産割合が高い電子部品・デバイスの生産低下を主因として総合指数も低下す

るなど、持ち直しの動きに一服感がみられます。公共工事は前倒し発注の反動で前年実績を下回って

推移し、住宅建設も貸家、分譲が低調で前年実績を下回りました。大型小売店販売額は低調な状態が

続いています。企業倒産については低水準で推移しています。

［生産活動］……………電子部品・デバイスや輸送機械の低下により、
総合指数も低下

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比１４．８％低下し１２０．６とな

りました。

一般機械や食料品・たばこは上昇しましたが、

受注生産割合が高い電子部品・デバイスの生産が

急減するなどし、総合指数も低下しました。

［大型小売店］……………節約志向は依然強く、売上減少続く

２月の県内大型小売店販売額は、節約志向に加

え、販売単価の低下が続いており、前年比５．３％

減の８２億円となりました。

衣料品は前年比８．１％減少しましたが、春物衣

料に動きが見られたため、減少率は前月より縮小

しました。業態別では、百貨店は同５．３％減、スー

パーは同５．３％減少しました。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………貸家、分譲が低調で前年比マイナス

２月の新設住宅着工戸数は、前年比１６．０％減の

４２４戸と、３ヵ月ぶりに前年比減少しました。

持家で前年比３．２％減の２０９戸、貸家では同

２３．４％減の２０３戸、分譲は戸建分の着工のみで同

５０．０％減の１１戸と急減しました。

進出企業向けに活発化していた貸家着工などの

動きも一段落し、貸家、分譲の動きは低調で、二

ケタ減のマイナスとなりました。

［公共工事］……………請負金額は５ヵ月連続して前年比減少

２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比８．０％増の４０４件、金額が同２０．２％減

の１１９億円と、請負金額は５ヵ月連続で前年比減

少しました。

長崎大学の増改築工事の発注などで「独立行政

法人」や「市町」分は前年比増加しましたが、前

倒し発注の反動もあり「国」「県」などは減少し

ました。

［企業倒産］……………件数、負債金額ともに低水準で推移

３月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年と同数の６件、負債総額が同

６３．５％減の３億１，０００万円となりました。

緊急融資制度の効果などにより、件数、負債金

額ともに前月に引き続き非常に低い水準となりま

した。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８０．５ ▲２２．５ ８１．７ ▲２１．７ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．８ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９

２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４２．７ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．４ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．５ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．２ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．８ ▲４１．７ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．６ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．０ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８５．７ ▲１８．４ ８７．７ ▲１６．８ ９４．７ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８６．１ ▲１５．１ ８８．８ ▲１３．０ ９３．３ ▲１４．４ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．０ ▲４．２ ８９．６ ▲３．１ ９３．７ ▲１４．４ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ８９．７ ５．１ ９０．５ ５．２ ９３．６ ▲１４．７ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９２．１ １８．５ ９２．９ １９．６ ９４．６ ▲１２．５ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．０ ９４．８ ２８．８ ９５．５ ▲７．６ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７８６ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．６ ▲１．０ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０

２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．１ ▲２．０ １００．４ ▲０．１ １４，５１８ ▲６．５ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．２ ▲４．２ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．４ ▲６．８ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３５ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６１１ ▲６．３ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１６ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９４ ▲４．１ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６５ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５

２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５８ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５３ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２５ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４８ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４６ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４５ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４３ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同月比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．７ ▲３８．３ ７２．９ ▲３５．９ ７９．４ ▲２９．９ ７８．４ ▲２２．８ １１３．２ ▲７．３
２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５

２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８４．７ ▲１７．８ ８６．０ ▲１４．４ ６８．０ ▲４０．５ ７３．４ ▲３５．８ ９７．１ ▲１５．９ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９ ８８．５ ▲１４．４ ８７．５ ▲１３．２ ７５．６ ▲３６．７ ７３．９ ▲３７．２ １０８．０ ▲９．１ ８９．５ ▲１２．８ １０４．１ ▲９．４
１０ ８５．９ ▲１２．３ ８６．１ ▲１４．４ ７０．６ ▲３６．２ ６９．０ ▲３９．７ ９６．７ ▲２．４ ８５．９ ▲１０．５ １０１．７ ▲１３．５
１１ ８７．１ ▲４．４ ９２．５ ０．８ ８０．１ ▲２９．１ ６８．２ ▲３５．８ １０４．８ ３１．２ ８７．７ １．７ １００．７ ▲１８．９
１２ ８７．２ ２．１ １０１．０ ３０．２ ８４．０ ▲２２．４ ７６．７ ▲２２．９ ９６．０ ３９．１ ８５．９ ８．７ ９９．８ ▲２２．５

２０１０．１ ９２．７ ２１．３ ９１．７ ５８．８ ８１．１ ▲９．３ ８２．７ ▲３．０ １１０．１ ６９．０ ９３．０ ２６．３ １００．３ ▲１９．４
２

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１

２ ▲５１．１ ▲４３．７ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４７，９７５ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．１ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．７ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３７．０ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５２ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５

２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４２ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３９ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．３ １０３．６ ▲２５．３ ４９．１ ▲３７．２ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．１ ８２．６ ▲２３．２ ９６．３ ▲２．７ ８６．１ ▲４３．２ ７０．７ ▲２７．７ ７５．２ ▲７．１ ８３．９ ▲１９．８ １４４．４ １６．６

２ ７５．８ ▲３１．９ ９５．５ ▲７．９ ７４．１ ▲５３．５ ５３．０ ▲４５．４ ７６．３ ▲１０．４ ７６．５ ▲２８．５ １４１．８ １３．４
３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．３ ▲２１．３ １００．２ ０．７ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．４ ▲２０．２ ９６．１ ▲７．１ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．４ ▲１３．９
９ ８４．３ ▲１８．６ ９１．５ ３．５ １１８．７ ▲１４．０ ４５．６ ▲２４．８ ６６．８ ▲３６．０ ８３．８ ▲１８．５ １０３．０ ▲１４．３
１０ ８１．６ ▲１８．９ ９７．７ ０．５ １０９．２ ▲１７．０ ４４．７ ▲２９．４ ６６．５ ▲３５．０ ７９．７ ▲１９．５ ９４．７ ▲２５．８
１１ ８６．２ ▲１０．１ ９３．２ ▲１．２ １１８．８ ０．９ ５５．３ ▲０．５ ７１．０ ▲２９．１ ８３．４ ▲１１．１ ９４．１ ▲２９．８
１２ ８９．６ ▲３．５ ９０．７ ▲２．８ １３１．１ １７．０ ４９．５ ▲２１．５ ７１．７ ▲２９．４ ８３．５ ▲６．９ ９６．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９６．７ １５．７ １０２．３ ４．６ １３７．５ ５８．０ ５４．０ ▲２４．９ ７７．８ １．５ ９３．０ ９．４ ９８．５ ▲３１．８
２

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０

２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２５４ ▲９．６
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０

２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２１００．０ ▲０．９
２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７

２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２４９ １９．３ ９８．９ ▲１．２

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．７ ▲１７．６ １２３．８ ▲１９．８ ９９．６ ▲２．１ １９０．３ ▲２５．５ １１０．７ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．１ ９０．１ ▲４５．７ １０８．８ ▲１７．０ ９８．０ ▲５．３ ５４．１ ▲８４．９ ９４．７ ▲１５．５ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７

２ ７６．１ ▲５３．３ ９９．３ ▲３３．１ ９４．２ ▲１７．６ １６．２ ▲９４．８ １１６．３ ▲０．４ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ １０１．３ ▲３２．７ ８０．７ ▲４０．６ ９６．３ ▲６．１ １２８．９ ▲４８．９ １１６．５ ５．９ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８８．３ ▲３８．４ ７０．６ ▲５０．９ １０１．７ １．６ ６２．１ ▲７１．６ １２２．５ ６．６ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ １１２．３ ▲３３．０ ９６．６ ▲４０．１ １０１．８ ▲０．２ １３１．６ ▲５５．１ １１９．６ ０．４ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １６３．５ １．９ １１３．２ ▲２９．４ ９７．８ ４．８ ３５５．９ ２３．６ １１８．７ ▲０．５ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １４０．０ ２．２ １３８．９ ▲２４．８ ９３．５ ▲５．７ ２１９．５ ３１．０ １３１．５ ７．９ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １５２．９ ▲７．９ ２０１．５ ▲３．２ １１０．２ ６．６ ２３９．６ ▲１１．８ １０６．５ ▲１３．４ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １５３．２ ０．４ １７８．９ ▲４．３ １０７．０ １．３ ２４８．３ １１．２ １０４．５ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １５０．０ ▲６．６ １６５．６ １．７ １０３．１ ▲１．５ ２６０．５ ▲２．２ １１２．１ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １３２．３ ▲２．３ １０３．７ ▲２２．９ ９５．２ ▲３．７ ２３７．５ １９．１ １０２．０ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １４１．５ ９．２ １４４．４ ２１．４ １００．６ １．８ ２３９．７ ２１．４ ９９．２ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２０．６ ３２．４ １５３．８ ３９．６ １０３．３ ４．２ １６６．６ ２０３．６ ９５．７ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １３．５

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７

２ ８，６１７ ▲７．７ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４２ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４２ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

編 集 後 記 �

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

新卒者の雇用環境は総じて厳しい状況に

あるようです。ただし、業種や個々の企業

状況などによって雇用のスタンスは随分

違っており、多様な人材を求めている企業

にとって現在の雇用環境は、まさに千載一

隅のチャンス到来なのでしょう。様々な人

材とのマッチングにより、地場企業の組織

活性化が進むことが期待されます。

今回、「リバテープ製薬」さんを取材さ
せて頂き、現場の声やニーズを製品作りに
反映されている点に感銘を受けました。取
材時に「世界一薄い」絆創膏を試させて頂
きましたが、従来品のような「着用感・締
め付け感」は全く無く、翌日まで着けてい
たことを忘れてしまっていました。当社の
技術の高さを体でも感じることが出来た訪
問でした。

他業種でも診療報酬改定のような外的要
因によって、経営が左右されることが多々
あると思います。ただ、前号の本欄でもご
紹介した故松下幸之助氏は「経営がうまく
いくのもいかないのも、外部ではなく内部
に原因がある」と言われています。外部環
境に捉われすぎず、「何をすべきか」「何が
できるか」「何をやりたいか」という観点
から、自社の経営戦略を検討してみること
が大切ではないでしょうか。

島 浦 横 尾 花 谷

朝の通勤途中、路地裏に溢れる車（夜間

に開放する路上駐車スペース）を眺めると、

改めて中国の交通問題の深刻さを痛感しま

す。路の真ん中に堂々と駐車している車、

離合できず立往生する車、渋滞が渋滞を呼

び定時出社をも脅かす存在となっています。

便利さが不便を呼ぶこの問題。解決策にビ

ジネスチャンスの匂いを感じます。

上海万博開催まで１ヵ月をきり、各地で

開催に向けた準備が急ピッチで進んでおり、

万博色がさらに強くなってきました。その

反面、１日５０万人とも言われる万博来場者

に対し、万博関連工事の遅れの問題、市内

交通規制の問題、宿泊施設不足の問題等山

積する中、上海市の今後の対応が注目され

ています。

宮 城 田 中

ＦＦＧ調査月報２４号 ２０１０年４月２６日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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